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I　はじめに
日本統治時代台湾における高等工業教育機関としては二つの学校（学部）が存在した。
一つは高等工業学校令つ昭和6年〈1931〉1月15日、台湾総督府令第1号）により設置
された台南高等工業学校であり、もう一つは台北帝国大学工学部である。同工学部が、最
高の工業技術者を供給するという重大な使命を帯び、昭和18年（1943）に台北帝国大学
に設置された。その組織特に学科の種類については、同学部の背景をなす台湾島工業の性
格を十分に参酌研究を重ねた結果、機械工学科、電気工学科、応用化学科及び土木科の4
学科を置くこととして、各科に6講座ずつと各科共通の基礎学科6講座という陣容をとっ
ていた（1）。同学部擢台湾における最高の工学教育機関であり、しかも台湾工業技術の中枢
的研究機関と指導機関を兼ねていた（2）。しかし、台北帝大工学部についての彿究が実はま
だ行われていない（3）。小稿では、台北帝大工学部の創設の背景、目的、方針、教育理念、学
生数及び同工学部の意義を検討しようとするものである。
Ⅱ　台北帝国大学の創設
1台北帝国大学創設の経過
まず台北帝国大学創設の経過についての概要をまとめておきたい。三田定則「台北帝大
の創立より工学部の設置まで」と『台湾教育沿革誌』（4）によると、次のように述べられて
いる。
1920年代初等普通教育、高等普通教育、実業教育、師範教育等各種の学校が徐々に設立
された（5）が、高等教育としての大学はまだ欠けていた。
台湾文化の発展に伴い、台湾在住者の向学心が大いに進み、その子弟は大学教育を受け
ようとする者が多く増加したので、「台湾が南支・南洋方面の学術研究に最も便利な位置に
ある関係上、最高学府を此所に設け、其の自然と人文とを利用し、先進文明国としての実
績を示す事は、帝国の至高の責務と考へられ」（6）た。且つ台湾に近接したフィリピン・香
港・中国等にそれぞれ大学の設置があるのに対して、ただ台湾にのみかけていることは、
大学教育を受けようとする者を台湾からこれらの各地に遊学させる（せしめる）結果とな
り、「甚だ遺憾な点が多い」（カといわれた。
大正11年（1922）田健治郎総督の時、勅令第20号台湾教育令が公布され、初めて台湾
における大学教育のよるべき根拠が規定された。爾来台湾総督府は大学設置に関する計画
を進め、伊沢多善男総督の時（大正13年〈1924〉9月～昭和元年〈1926）7月）に、組
織内容等が定められ、「大正十四年度に大学開設準備費が計上され、翌十五年六箇年継続事
業として、大学新営費が計上された。又教授養成の目的で、大正十四年十一名、十五年二
十名の在外研究員が派遣された」（8）。また、校地の買収校舎の建築等が著々準備の歩を
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進んだ。
2　文政学部・理農学部及び医学部の設置
文政学部・理農学部及び医学部の設置については『台湾教育沿革誌』に次のように記載
されている。設立すべき大学に関しては、大正11（1922）年2月6日公布の台湾教育令
に「第十条　専門教育ハ専門学校令二大学教育及其ノ予備教育ハ大学令二依ル」とあり、
さらに昭和3年（1928）3月17日台北帝国大学に関する件（勅令第30号）が公布され、
同日台北帝大官制（勅令第31号）が公布された（9）。
当大学が創設されるにあたってまず文政、理農両学部が置かれたのであるが、昭和3年
（1928）3月17日台北帝国大学講座令（勅令第33号）が公布された。文政学部・理農学
部とも、各24講座を置く予定であるが、当時、差当たり文政学部に7講座、理農学部に
6講座を置くこととなった（10）。
学生の定員は、文政学部第1学年哲学科20（1専攻に付4人）、史学科15（1専攻に付
5人）、文学科15（1専攻に付5人）、政学科20、計70名。理農学部第1学年農学科20、
農芸化学科10、化学科5、生物学科5、計40名であった（各学年の学生が定員が充足し
た際には、文政学部210名、理農学部120名となる予定とされた）（11）。
同日文学博士幣原坦が台北帝国大学総長に任ぜられ、教授文学博士藤田畳八が文政学部
長に、教授農学博士大島金太郎が理農学部長についた（12）。
昭和3年（1928）4月30日第1回入学宣誓式を挙行、5月5日より各部の授業が開始
された舶）。
昭和10年（1935）12月26日台北帝国大学学部に関する件中改正（勅令317号）が公
布され、新たに医学部が加えられた（14）。
同日台北帝国大学講座令中改正（勅令第319号）が公布され、医学部に7講座を設置す
る事とされた（15）。
昭和11年（1936）1月7日、幣原姐が医学部長事務取扱を命ぜられた。
2．月1日に医学部事務所を台北医学専門学校に移し、直ちに学生募集に着手された。3
月23日医学博士三田定則が、医学部長に任ぜられた（16）。
昭和11年（1936）4月1日、台北帝国大学官制中改正（勅令第42号）が公布さ勲た0
同年4月より医学部の授業が開始され、台北医学専門学校を大学附属専門部とされた（17）。
Ⅲ　工学部の設置
1工学部設置の背景と目的
次に工学部設置の背景と目的について考えみよう。昭和3年（1928年）に文政学部・
理農学部、昭和．11年（1936年）に医学部が開設され、独り工学部だけが取り残された形
であったが、昭和15年（1940年）になると、世の趨勢は工学部の開始を強く要求するに
至った。1940年段階に、台湾における産業経済は急激な躍進を遂げた。とりわけ台湾の工
業は、従来農業を産業の基本としていたことと、内地（日本）の工業に圧倒されていたた
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めに久しく発展の機運が見えなかったが、当時農林水産業の異常な発達と、豊富低廉な動
力資源の開発、港湾その他交通施設の整備、地下埋蔵資源の開発、「南支南洋」における原
料の輸入などと相侯って各種の工業条件が著しく強化され、台湾の工業化は著々と発展の
機運に向かっていた。日中戦争の勃発にともなって、内外地を一環とする膨大な生産力の
拡充及び物資需給計画の樹立と、「第二次欧州大戦」（第二次世界大戦）を契機とする高度国
防国家の完成がさらに台湾工業化に一段とその重要性が加わるに至ったから、これに対応
し各種の国策工業の誘致促進に努められた結果、台湾において企業経営も遽に増加するに
至った（18）。
台湾工業化の先駆をなしたものは、「昭和十年に於ける日本アルミニュ（ウ）ム及び台湾
電化両社の設立であった。昭和十二年以降、台湾化学工業・塩水港パルプ工業（旧称新日
本砂糖工業）・台湾パルプ工業（台湾興業は昭和十三年三月先駆した）・台湾化成工業・東
邦金属工業・新興窒素工業・東洋電化工業・南日本化学工業・台湾硝子・台湾船渠・東台湾電
力興業・有機合成等の有力諸会社が相次ぐ設立を見た。然し以上の諸会社は新設会社中の
主要なるもののみである。此の他に既設会社の工場新設乃至拡張があることも忘却し得な
い。即ち例へば、台拓嘉義化学工業工場・旭電化高雄工場・台陽鉱業硫酸工場・理研電化
漆加工工場・杉原産業関山パルプ工業等の新設、浅野セメント高雄工場・台湾鉄工所・高
砂香料等の拡張が之である。」（19）即ち、これらの事業は概ね重化学工業であり、さらにこれ
らは機械工業と化学工業及び電力事業とに分けることができるが、とりわけ電気化学工業
が主流を成していることに注目すべきである。
実に南方地下資源と台湾島水力電気との結合は台湾工業化の眼目をなすものであった。
機械工業としての船渠事業の拡大強化は、基隆船渠の改組を見て、三菱の資本、技術によ
って台湾船渠の設立となったが、これはむしろ台湾の戦略拠点性に由来する特殊の施設で
あり、経済的には台湾水力資源と南方地下資源との結合による電気化学工業の発達こそ、
工業化の推進力であったのである（20）。
一方軽工業の勃興も看過できないものであった。即ち昭和10年（1935）台湾繊維工業
（旧名台湾苧麻紡績）・台南製麻の設立があり、その後また呉羽紡（伊藤忠商事系）の進出
による台湾紡額の設立があった。主として台湾繊維工業はラミエツト（天然繊維）及び亜
麻紡織を、台南製麻は台湾製麻と共に黄麻増産を、台湾紡績は鳳梨繊維及び黄麻工業を担
当するものであった。台湾工業化の進展にともない、諸般の産業は新設・拡張され、例え
ば食料工業においても麦酒、製粉等の増産が見えたが、工業化の推進力となったものは前
述のような重化学工業、とりわけ電気化学工業の振興であったのである（21）。
従ってこれら産業に必要な高級技術員の需要は益々増大してきたが、当時の情勢におい
ては工業技術員の不足が著しく、内地（日本）よりこれを求めることも頗る困難な情況で
あったから、速やかにこれらの技術員の養成を企図することは最も緊要と考えられた。
しかし、台湾における工業経営の原動力である技術員養成機関の現状は専門教育機関と
して高等工業学校1校（台南高等工業学校）と中等教育機関として工業学校3校（台北工
業学校、台中工業学校、私立開商工業学校、内1校は乙種工業学校）があるだけで、これ
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らの拡充を図って人的資源の確保と当面の急寓に応ずる方策を講じつつあったが、台湾工
業の発展にともない、さらに高度な技術員の養成は必須の要件となり、また将来台湾工業
化の促進を期すために、そして工学の基礎的研究を行う．ためには、最高の工学教育機関と
兼ねて強力なる台湾工業技術の中枢的研究機関及び指導機関の設置が必要となった。故に
昭和18年度（1943年）から台北帝国大学に工学部を開設することになったのである。（22）
2　工学部設置の方針
台湾総督府は工学部が創設に当たって当時日本工学界の権威者である東京帝国大学工学
部長丹羽重光氏と同大学工学部教授亀山直人氏に創設事務を委嘱し、さらに島内官民の権
威者を網羅して、総督府に台北帝国大学工学部創設準備委員会を設置して創設の根本方針
を決定した（23）。工学部設置の方針については、創設委員の丹羽重光、亀山直人が次のよう
に述べている。「台北帝国大学工学部創設の根本方針は、先づ台湾の工業化を第一に考へ、
併せて台湾を我国南方進出の基地たらしむる様にしたい」（24）。この方針の下に工学部の機
構、組織は大凡以下のように考えられた。
（1）学科の種類
学科選定の方針として以上の根本方針に基づき、且つ不完全な学科を多数設けるよりも、
少数でも完全な学科であることが肝要とされた。そして学科の種類は、差し当たり機械工
学科、電気工学科、応用化学科及び土木工学科の四学科を置くこととし、さらに採鉱冶金
学科を設けることが適当と考えられた。
そして以上4学科では学科数が少ないことから、共通学科（科目）として材料強弱学、
金属材科学その他部長直属の講座を比較的多く設けなければならなかった。（25）
（2）学生の収容数
台湾工業化及び南方開発に必要な技術者を供給する目的から考えると、1学科の学生数
は15名乃至20名が適当であり、又．一一方学生の切磋琢磨という点からしても学生の収容数
が余りに少な過ぎることはよくない。若し卒業生が余れば内地及び満州方面にも供給して
も需要は相当多いものと考えられた（26）。
（3）学生の採用方法
学生の質を良くする上から予科を置くことが必要と考えられた。そして工学部に入学さ
せる者は予科出身者及び高校（台北高校）並びに高工（台南高等工業学校）出身者とする
のがよいと考えられた。但し予科出身者の数は全体の半数以上とし、多くても3分の2を
超えざるものとし、残りは高校及び商工出身者を選考の上入学させることにすればよい。
予科は入学の際に学部別に分けて入学せしめ学科別にする必要がないとされた。
そして工学部は昭和18（1943）年度より開設するものとし、特に初年度においてはま
だ予科の卒業生がいないから、高校及び高工の出身者から厳選して入学させることとされ
た（27）。
（4）工学部と理学部との関係
工学部の創設と理学部の強化とは別個に考えられた。理学部が一学部として確立するこ
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とは最も希望されたが、工学部の創設を口実に徒に工学部内に理学系統の講座数等を拡張
するという考え方は比の際厳に戒しめられた。何故ならばこのような考えは前記の工学部
学科選定方針に侍ることとなったと考えられたからである（28）。
（5）附属研究所の問題
工学部に研究所を設けるとすれば学部所属のものとし、また2学部に関連するような研
究所においては当該学部の教授会の意思が反映されるようにするものとしなければその機
能を十分発揮しえないと考えられた。この意味から工業研究所を大学に併合するとすれば
工学部長の統括の下に置くものにすると考えられた建9）。
（6）工学部教授の招碑方法
工学部教授の招聴方法としては、まず教授の研究に対しては十分の設備と費用とを与え、
優秀な教授を集めることが工学部を完全なものにする上から最も大切なことと考えられた。
故に内地留学或は外地留学等、採用の際の条件を良くする方法を講ずると共に教授の論文
発表の際には学会にかなり多く出席できる様に十分の便宜を図ることが考慮された。また
教授は学位を有する者或は将来学位を取り得る能力のある者であることを要件としなけら
ばならないとされたく30）。
（7）工学部敷地の選定方針
工学部の敷地の選定方針としては将来の拡張或は附属研究所の設置等を容易に行い得る
場所であることを考慮して選定された（31）。
（8）講座
講座は各学部の講座数を6講座とし、工学部長直属の講座は材料強弱学、金属材科学、
工業物理学、数学、力学、建築学、工業地質学及び工業分析化学の7講座とすることを適
当とされた（3幻。
Ⅳ　台北帝国大学概況
1台北帝国大学工学部創設準備委員会及幹事
台北帝国大学工学部創設準備委員会及幹事については、同じく丹羽重光、亀山直人「工学
部創設委員として」においては次（表1）のように記載されている。
表1
委員
台北帝国大学総長
警　務　　局　長
台北帝国大学教授
殖　産　　局　長
台北帝国大学教授
台北帝国大学教授
工業研究所　技師
台北帝国大学工学部創設準備委員会及幹事
?????
浜　口　栄次郎
池　田　鉄　作
－53－
交　通　局　総長
台北帝国大学教授
文　教　　局　長
台北帝国大学教授
内　務　　局　長
財　務　　局　長
事　　務　　官
泊　　　武　治
移　川　子之蔵
島　田　昌　勢
三　宅
須　田
台北帝国大学教授　　中　塚　佑　一
台北帝国大学嘱託　　丹　羽　重　光
（東京帝国大学工学部長）
台湾電力　　社長　　林
幹事
事　　務
同
同
同
同
????? ?????
??????
?
衛
信太郎
的　隆
台北帝国大学教授　　河　田　末　吉
台北帝国大学嘱託、　亀　山　直　人
（東京帝国大学工学教授）
台湾拓殖　　社長　‾　加　藤　恭　平
事　　務　　官　　西　村　高　見
同　　　　　　　　　清　水　七　郎
台北帝国大学事務官　松　島　音次郎
視　　学　　官　　小　川　義　明
出典　丹羽重光　亀山直人「工学部創設委員として」『台湾時報』250号（昭和15年10
月）、63頁。
??
?
台北帝国大学行政系統（昭和18年）
「??〜」…．〜 ?
?
????
」〜〜
昭和十八年台北帝国大学行政系統表
文学・法学・理学・農学・医学等5種博士学位を設ける。
哲学科
史学科
文学科
政学科
南方人文研究所
化学科
動物科
植物科－標本館・植物園
地質科
農学専攻
農業経済学専攻
農業土木学専攻
農芸化学専攻
獣医学専攻
附属農場（農場を第一・第二農場に分ける）
南方資源科学研究所
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解剖学・生理学・生化学・細菌学・衛生学・法医学・薬理学
病理学等講座をもうける。
附属医学専門部
附属病院
熱帯医学研究所
機械工学科
電気工学科
応用化学科
土木工学科
附属図書館
学生課
庶務課
医学部及び専門部は別に学生科分室を設ける。
各学部・専門部・附属病院は別に庶務係を設ける。
出典　江知事『台湾教育史新編』（台湾商務印書館　中華民国67年）、148～149頁。
3　歴年台北帝国大学概況
表3　　　　　　　歴　年　台　北　帝　国　大　学　概　況【一】
年 度
教　　　　 員 学 生 総 数
日本 人 台湾 人 其 他 合 計 日本 人 台 湾 人 其 他 合 計
1928 59 59 49 6 55
1029 104 104 102 11 113
1930 137 137 160 20 180
1931 161 161 165 22 187
1932 154 154 154 22 176
1933 104 1 105 133 25 156
1934 104 1 105 102 26 128
1935 104 1 105 89 25 114
1936 117 1 1 119 95 41 136
1937 142 1 1 144 128 59 187
1938 161 1 2 164 157 70 1 228
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1939 166 1 2 169 191 90 1 282
1940 177 2 3 182 235 85 2 322
1941 180 2 2 184 196 Gl 1 258
1942 183こ 2 2 187 388 69 1 458
1943 153 8 2 163 384 69 1 454
1944 172 1 173 268 85 4 357
出典　『台湾省五十一年来統計提要』1214－1215頁（表469歴年大学教育概況）より。
台北帝国大学は昭和3年（1928）に設立され、文政及び理農三学部が設けられ、
昭和11年医学部が増設された。又昭和17年（1942）に理農学部は理学部・農学
部に分けられ、昭和18年（1943）に工学部が増設された。
歴　年　台　北　帝　国　大　学　概　況【二】
年
度
学　　　　　　　　　　　　　　　　 生
文　 政　 学　 部 理　 学　 部 農　 学　 部
日本
人
台湾
人
其 他 合 計
日本
人
台湾
人
其 他 合 計
日本
人
台 湾
人
其 他 合 計
1928 16 3 19　　 33 3 36
1929 53 6 59 49 5 54
1930 80 12 92 80 8 88
1931 83 13 96 82 9 91
1932 67 14 81 87 8 95
1933 57 15 70 76 12 88
1934 49 16 65 53 10 63
1935 48 13 61 41 12 63
1936 i 39 14 53 32 11 43
1937 49 9 58 37 13 60
1938 54 11 65 36 12 48
1939 63 6 69 50 9 69
1940 81 5 86 85 5 1 91
ユ94ユ 68 3 71 95 3 ユ 99
1942 166 3 169 155 2 l 158
1943 164 3 167 52 1 i 54 102 1 103
1944 30 2 2 34 40 1 1 42 74 1 75
出典『台湾省五十一年来統計提要』1214～1215貫（表469歴年大学教育概況）より。
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表5　　　　　歴　年　台　北　帝　国　大　学　概　況l三1
年
度
学　　　　　　　　　　　 生
医　　 学　　 部 工　　 学　　 部
日本人 台湾人 其他 合計 日本人 台湾人 其他 合計
1928
1029
1930
1931
1932
1933
1934
1935
1936 24 16 40
1937 42 37 79
1938 67 47 1 115
1939 78 75 1 154
1940 69 75 1 145
1941 33 55 88
1942 67 64 131
1943 66 64 130
1944 77 80 157 47 2 49
出典『台湾省五十一年来統計提要』1214～1215頁（表469歴年大学教育概況）により。
表6　　　　　　歴　年　台　北　帝　国　大　学．概　況l四】
年
度
年　　 度　　 中　　 学　　 生　　 異　　 動
入　　　　　 学 卒　　　　　 業
文政 理学．農学 医学 工学 総数 文 政 理学 ．農 学 医学 工 学 総 数
1928 21 42 63
1929 46 23 69
1930 35 35 70 14 32 46
1931 24 39 63 34 19 53
1932 23 25 48 31 35 66
1933 27 28 55 22 36 58
1934 23 14 37 18 22 40
1935 14 15 29 23 21 44
1936 17 13 40 70 19 12 31
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1937 24 20 40 84 15 13 28
1938 23 16 36 75 19 15 34
1939 23 26 40 89 20 16 37 73
1940 40 49 29 118 23 15 40 78
1941 35 48 20 103 23 23 35 81
1942 129 104 82 315 31 42 39 112
1943 80 22 45 40 187 32 12 28 27 99
1944 83 12 58 59 265
出典『台湾省五十一年来統計捏要』1214～1215頁（表469歴年大学教育概況）より。
Ⅴ　終わりに
以上の検討を通じて、台湾工業の発展及び日本帝国戦時経済の運営に伴い、1943年に創
設された台北帝国大学工学部は、以下の特徴と意義があったといえよう。
1、台北帝国大学土学部創設の根本方針は、まず台湾の工業化を第一に考え、併せて台
湾を日本の南方進出の基地とすることであった。台湾は熱帯及び亜熱帯に跨るので、特に
「南支南洋」に隣接して重要な地位を占める関係上、日本国南方発展の礎石であるから、
工学部の新設は特にこの点が重視されていた。
2、台北帝国大学工学部は、最高の工業技術者を供給するという重大な使命を帯び、大
学レベルの工学教育を受けようとする者を台湾から外地に遊学する状況を終わらせ、台湾
島内で育成されることとなった。さらに、同工学部創設によって、台湾工業教育について
は、初等工学教育から高等工学教育までの工業教育体系を完成した。
3、学科の種類は、機械工学科、電気工学科、応用化学科、土木工学科などであり、工
学部の背景をなす台湾工業の性格を十分に参酌研究を重ねた結果であって、台湾工業の発
展と合致していた。
4、台北帝国大学工学部は、台湾最高の工学教育機関だけでなく、さらに強力な台湾工業
技術の中枢的研究機関及び指導機関をも兼ねていた。また将来台湾工業化促進のために、
工学の基礎的研究を行っていた。
5、台北帝国大学工学部は台湾工業化推進と日本南方進出の知恵袋的役割を担当した。
【注】
（1）新設の台北帝大工学部」『台湾時報』245号（昭和15年5月）、】45頁。
（2）三田定則「台北帝大の創立より工学部の設置まで」『台湾時報』250号（昭和15年10
月）58頁。
（め　台湾工業教育に関する研究については、劉悟怜氏が「戦前台湾の工業化と労働カー労
働力の質的変化を中心に－」において、熟練工・技能工の形成の検討を中心に行ってい
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るが、台北帝大工学部については、研究はなされていない。
（4）台湾教育会編『台湾教育沿革誌』（1939年12月青史杜より、19825月復刻）。
（5）前掲（カ、54頁。
（6）前掲（4）、955貢。
（7）前掲（4）、955貢。
（8）前掲上武．955頁。
（9）前掲（4）、955頁。
（1功前掲（4）、956貢。
（11）前掲（4）、957頁。
（12）前掲（4）、957頁。
（13）前掲（4）、958頁。
（14）前掲（4）、959頁。
（15）前掲（4）、959貫。
（16）前掲（4）、959貢。
（17）前掲（4）、959～960頁。
（18）前掲（2）、57頁。
（19）大山網武「台湾工業化と内地資本の動向」『台湾時報』268号（昭和門年4月）、7頁。
（．20）前掲（19）、8貢。
（21）前掲（19）、8頁。
（2少前掲（2）、57～58頁。
（23）丹羽重光　亀山直人「工学部創設委員として」『台湾時報』250号（昭和15年10
月）、60頁。
（24）前掲（23）、61貢。
（25）前掲（23）、61頁。
伽）前掲（23）、61貢。
（27）前掲（23）、61頁。
（28）前掲（23）、61～62頁。
（29）前掲は3）、62頁。
（細）前掲（23）、62頁。
（31）前掲（23）、62貫。
（32）前掲（23）、62頁。
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